
稲美町立幼稚園の今後のあり方について

令和７年５月

稲美町教育委員会



（１）開設

（２）4歳児教育の実施

（１）就学前児童と町立幼稚園園児数の状況

※幼稚園で10人未満の4歳児、5歳児　【令和6年度入園者（R6.5.1現在）】

加古幼稚園 4歳児　4人、5歳児　7人

母里幼稚園 4歳児　6人

天満南幼稚園 4歳児　5人、5歳児　7人

（表1）町内就学前児童数（各年度5月1日現在） (人)

（表2）町立幼稚園の園児数の推移（各年度5月1日現在） (人・％)

－1－

▲2018 ▲2

　就学前教育の充実を図るため、平成2年度に4歳児教育を天満南幼稚園から開始し、平成7年度ま

でに全町立幼稚園で開始している。
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１．これまでの経緯

　加古・母里・天満村の3村で設立された村立幼稚園を、昭和29年度の稲美町制施行とともに町立

幼稚園として運営を開始し、その後、昭和48年度に天満南幼稚園を、昭和58年度に天満東幼稚園

を開設することにより、各小学校区全てで就学前教育を実施し現在に至っている。

２．現状及び課題

児童数

－
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1,297
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就学前児童数（表1）は子ども・子育て支援新制度移行前の平成26年度の1,547人と比較す

ると、令和6年度は1,286人と261人減少（平成26年度比 ▲16.9%）している。

町立幼稚園を利用する園児数（表2）は、平成26年度と同じ年代の4･5歳児で比較すると平

成26年度が289人、令和6年度が169人と120人減少（平成26年度比 ▲41.5%）している。ま

た、3歳児を含む全体では、平成26年度が289人、令和6年度は232人と57人減少（平成26年度

比 ▲19.7%）している状況となっている。この園児数減少には、令和元年度からの保育園等

の3～5歳児の幼児教育・保育の無償化が大きく影響したと考えられる。

R3

1,340

H30

就学前児童の減少、保育所等を利用する児童の増加により、町立幼稚園の園児数は減少してい

る。また、幼児教育・保育の無償化や、保育所のこども園への移行等による保護者ニーズの変化

により、幼稚園を取り巻く環境が大きく変化しており、今後の町立幼稚園における就学前教育に

ついて検討する必要がある。

▲51 18 ▲40 ▲72 ▲8 ▲35



－2－

162 161 155

160 162 148 139
123 127 113

97

211 210
196

221
205 209

194
182

166
152 148

706 700

671 674
661 653

624 622
635

620 622

162 170
156

152 139
116 110

98 101 103

118

306
328

340 329 329
343 345

315
303 309 301

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

加古校区

母里校区

天満校区

天満南校区

天満東校区

35
28

21
25

30 29 26
22 21

19

11

39

22

34

38
33 35

29

37
40

23

16

130
126

108
105 106

87

77
73

80
84

81

38 32

29

40 41

31

26
22

21
15 12

47

58 58 60 61
56 57

51

41

48 49

0

20

40

60

80

100

120

140

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

加古幼稚園

母里幼稚園

天満幼稚園

天満南幼稚園

天満東幼稚園

公立幼稚園における園児数（4・5歳児）の推移

小学校区別町内就学前児童数の推移

（人）

（人）



（２）3歳児教育の実施・必要性

（３）預かり保育の利用ニーズの上昇

－3－

第2期稲美町子ども子育て支援事業計画　確保方策

4,787

平成27年度に策定された「稲美町子ども・子育て支援事業計画」では、「幼児教育サービ

スの充実」として、「3歳児保育を提供するための体制を整備し、保護者が選択できるよう、

受入体制の拡充を図ることが必要」とされている。

これを踏まえ就学前教育の充実を図るため、平成30年度から母里幼稚園、天満南幼稚園

で、令和4年度からは天満幼稚園で3歳児教育を実施している。

令和6年度に実施した稲美町立幼稚園に在園する園児の保護者へのニーズ調査（以下「ニー

ズ調査」という。）において、幼稚園に特に要望することとして、「3歳児教育の実施（加古

幼稚園・天満東幼稚園）」を要望の1位にあげた保護者が2番目に多くなっている。また、令

和5・6年度に実施した幼稚園の今後のあり方策定検討委員会（以下「検討委員会」とい

う。）においても、天満東幼稚園の3歳児教育の実施に向けた、敷地の購入や、園舎増築等の

環境を整える必要があると意見されている。

令和2年度に策定され令和4年度に中間見直しを行った「第2期稲美町子ども子育て支援事業

計画」では、「地域こども・子育て支援事業の量の見込み及び確保の状況」のうち、「一時

預かり事業（幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）)」の量につい

て、令和4年度、5年度は、計画値を利用人数（実績値）が上回っているが、令和6年度につい

ては下回っている。

在園児数は平成30年度から減少傾向にあるが、預かり保育の利用人数については、上昇傾

向にあり、平成30年度からの3歳児教育の開始にともなう在園児の増加、令和元年度からの幼

児教育・保育の無償化、令和3年度からの長期休業中の一時預かり事業の開始が利用人数の増

加に影響していると考えられる。
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（４）異年齢教育（異年齢クラス）の実施

4・5歳児の異年齢教育を実施したクラス

（５）特別な支援が必要な就学前児童数の増加

（６）幼稚園給食

（７）職場環境の変化

－4－

母里幼稚園

加古幼稚園

園児数が10人未満の学年があるなど、集団による効果的な幼児教育を行うことが難しい状

況となっている園が複数ある状況を踏まえ、集団教育の質の維持を図るため、令和5年度から

4・5歳児による異年齢教育を実施している。令和5年度は加古幼稚園、天満南幼稚園で、令和

6年度は加古幼稚園、母里幼稚園及び天満南幼稚園で実施している。

特別な支援が必要な就学前児童数(人) 6161745657

就学前児童数が減少する一方で、特別な支援を必要とする園児数は、増加する傾向にあ

り、町立幼稚園に在籍する園児に占める割合も、令和2年度の20.2％に対し、令和6年度は

26.3％と増加している。
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近年、全国的にも子ども・子育て支援関係の人材需要の急速な増加等により人材確保、定

着は喫緊の課題であり、当町においても幼稚園教諭（会計年度任用職員）の確保が困難な状

況である。

幼稚園職場においては、就学前教育における保護者ニーズの多様化や事務作業の増加、幼

稚園の小規模化などに伴い、職員一人当たりの負担が増加する傾向にあり、これまで、特別

支援教育指導補助員（会計年度任用職員）の配置や、事務の効率化を行い、職員の負担軽減

を図っているところである。

今後は、ＩＣＴの活用による業務改善や事務補助員（会計年度任用職員）の配置について

検討し、職場環境を改善する必要がある。

4歳児
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4歳児

5歳児

4歳児

現在、幼稚園給食は実施していないが、ニーズ調査においては、幼稚園に特に要望するこ

とについて、「幼稚園給食の実施」との回答を要望の1位にあげた保護者が最も多く、検討委

員会においても、保護者支援の観点から幼稚園給食を実施すべきであると意見されている。
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（１）幼児期における教育の質の向上

（２）一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実

（３）少人数教育や異年齢教育の推進

（４）幼児期と児童期の円滑な接続の推進

－5－

発達障がいを含む、特別な支援を必要とする園児への対応を幼稚園全体で組織的に進める

ため、町内及び園内における研修や研究を充実させる。指導にあたっては、特別支援学校や

医療・福祉機関などから専門的な助言を受けながら、園児一人ひとりの実態を的確に把握

し、その特性に応じた支援を検討する。また、個別の教育支援計画や指導計画の作成に努

め、教育内容や方法において合理的配慮を行い、すべての園児が共に学び育つことのできる

環境を整えていく。

現在、園児一人ひとりに寄り添い、思いやりや社会性を育む教育の実現に向けて、少人数

教育や異年齢教育の取り組みを推進している。少人数教育は、個々の園児に丁寧な関わりが

でき、成長や個性に合わせた柔軟な対応が可能となる。また、異年齢教育は、年長児が年少

児を助ける場面などを通じて、多様な学びや社会性の向上が期待できる。今後も各幼稚園の

実態に応じて柔軟に対応し、より質の高い教育環境の整備に努めていく。

３．公立幼稚園の役割

公立幼稚園は、これまで担ってきた質の高い幼児教育の研究・実践に引き続き取り組むことが

大切である。その上で今後は、「２．現状及び課題」で示した本町の幼児教育が抱えている課題

を解決していくとともに、時代が要請する新たな課題にも対応していく必要がある。

　幼児教育水準の更なる向上に向けて、次の（１）～（４）に取り組むこととする。

文部科学省が定める「幼稚園教育要領」に基づき、幼児期の発達特性を考慮した質の高い

教育を実践し、園児一人ひとりの「生きる力」の基礎を育成していく。遊びや生活を通じた

総合的な指導により、幼児の心身の調和のとれた発達を支援するとともに、小学校以降の生

活や学習への円滑な接続を図る。

また、園児の学びの質を高めるためには、教職員の資質や指導力の向上が不可欠との認識

のもと、園内研修の充実に加え、積極的な研修受講により、保育・教育の質の向上を図ると

ともに、園児の豊かな育ちを支える体制を整備する。

さらに、多様化する保護者のニーズに対応するため、預かり保育の充実を図るとともに、

園庭開放や発達相談会等の地域の子育て支援事業を積極的に展開し、保護者が安心して子育

てに取り組める環境を整備していく。

あわせて、地域社会との連携を重視し、家庭や地域が一体となった子育て支援体制の構築

を目指す。地域の人材や資源を活用した教育活動を通じて、園児の社会性や豊かな感性を育

むとともに、地域全体で幼児の成長を支える環境づくりを推進する。

稲美町幼児期と児童期の円滑な接続推進委員会などを通じて、町内の幼稚園、保育所、認

定こども園間の連携を深めるとともに、幼稚園と小学校間においては、相互参観や合同研修

の実施、学びの連続性や指導方法に関する意見交換などを行い、連携を推進する。また、そ

こで得られた知見や、文部科学省が示す「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏ま

え、接続期におけるカリキュラムの作成や教育課程の工夫・改善に努めるなど、幼稚園と小

学校が幼児・児童の発達を長期的な視点から捉え、円滑な接続を組織的かつ計画的に行って

いく。



（１）幼稚園の再編の検討

（２）3歳児教育の実施

（３）預かり保育の拡充

（４）幼稚園給食の実施

（５）特別支援教育体制の充実

（６）業務改善及び人員配置の見直し

－6－

幼稚園給食の実施については、今後の幼稚園の再編を踏まえ、親子方式、セン

ター方式等の提供方法の検討や給食施設等について検討する。

４．今後の方針について

「３．公立幼稚園の役割」で示した幼児教育水準の更なる向上に向けた取組を推進するととも

に、今後の方針として、次の（１）～（６）に取り組むこととする。

ＩＣＴ化も含めた事務の改善について検討する。また、幼稚園の再編も含めた長

期的な視点での職員の配置や事務補助員（会計年度任用職員）の配置を検討する。

平成30年度に母里幼稚園、天満南幼稚園で開始し、令和4年度から天満幼稚園に

も拡充し、3園で3歳児教育を実施している。3歳児教育を実施していない加古幼稚

園、天満東幼稚園については、園児数の推移を踏まえ3歳児教育の実施について検

討する。

特別な支援を必要とする園児の教育活動の支援のため、特別支援教育指導補助員

（会計年度任用職員）を配置する。また、特別支援教育指導補助員（会計年度任用

職員）の専門職としての資質の向上につながるよう研修等の充実について検討す

る。

預かり保育については、今後の幼稚園の再編を踏まえ、実施期間や預かり時間の

拡充について検討する。

望ましい集団規模の確保を図るため、在園児数の推移を踏まえて町立幼稚園の再

編を検討する。

再編については、3歳児、4歳児及び5歳児の各地区の就学前児童数に占める在園

児数の状況や施設整備状況等を踏まえ、再編による教育環境の充実について検討す

る。



（１）幼稚園の再編の検討

①　望ましい集団規模

②　再編の進め方

③　幼稚園再編に向けた方針

【区域Ⅰ】
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◎稲美中学校区　対象幼稚園：母里幼稚園、天満南幼稚園、天満東幼稚園

近年の少子化による就学前児童数の減少や町立幼稚園への入園者数の推移を踏まえると、

今後も園児数の減少傾向が続くものと考えられる。就学前の教育の場として、望ましい集団

規模の確保を図るため、就学前児童数の推移、幼稚園の規模適正等を踏まえて、再編を計画

し幼児教育の充実を図る必要がある。

町立幼稚園は就学前教育の場として、園での生活や遊びを通して、周囲の環境に積極的に

かかわる意欲や態度を育むとともに、集団を作ることによって社会性や協同性を育み、道徳

性や規範意識の芽生えを促していくことから、一定の集団規模が必要である。

幼稚園設置基準では、「1学級の幼児数は35人以下を原則とする」とされているが、（公

社）全国幼児教育研究協会における研究では、「個に応じた援助」「協同性をはぐくむ援

助」の両面から1学級の望ましい規模を、4・5歳児20人から30人、3歳児を20人以下としてい

る。また、検討委員会において集団教育の質の維持を図るため、1学年あたりの園児数が6人

に満たない場合については異年齢教育の実施を検討する必要があり、異年齢教育を実施した

場合も2学年での園児数が6人に満たない場合は休園についても検討する必要があると意見さ

れている。

これらを踏まえ、本町の望ましい集団規模については、3歳児は20人以下、4・5歳児は20人

以上が1学級の望ましい人数とする。

稲美町では、令和7年3月時点3園で異年齢教育を実施しているが、本来年齢毎の学級編成が

望ましいと考えられることから、4歳児及び5歳児がいずれも20人未満の園、特に将来的に1学

年6人に満たないことが予想される園を中心に、各地区の就学前児童数の推移や施設整備状

況、民間の認定こども園等の配置状況を踏まえ、再編について検討を進める。

　稲美中学校区には、町立幼稚園が3園ある。また、私立幼保連携型認定こども園が3施設

ある。

　母里幼稚園は平成2年度に建築され、所在地の母里小学校区は、近隣には私立幼保連携

型認定こども園が1施設ある。

　天満南幼稚園は平成10年度に建築され、所在地の天満南小学校区は、近隣には私立幼保

連携型認定こども園が1施設ある。

　天満東幼稚園は昭和57年度に建築され平成18年度に大規模改修を行っている。所在地の

天満東小学校区は、近隣には私立幼保連携型認定こども園が1施設ある。

　就学前児童数は全ての小学校区で減少傾向にあるが、天満東小学校区は本町で2番目に

児童数が多い地域であり、一定のニーズは維持されるものと考えられる。

　今後は在園児童数の推移を踏まえ、再編の方向性を検討する。



①母里幼稚園

②天満南幼稚園

③天満東幼稚園

★私立幼保連携型認定こども園

■稲美中学校区内小学校区別就学前児童数（令和6年5月1日現在）

(人)

－8－

100 92 71

天満南 14 18 19 29 19 18

計 116 103 79

小学校区 6歳 5歳 4歳 3歳 2歳 1歳

母里 34 27 24 18 25 18

天満東 68 58 36 53 48 35
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(人)

13 16

26 28
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－9－

10 7

4歳児 16 10 11 10 5 5

3歳児 62 67 70 39

天満南

5歳児 15 16 11 11

46

4歳児 60 48 60 43 44 31

3歳児 35 34 35 18

5歳児 62 64 50 59

29

4歳児 28 26 25 16 28 20

3歳児

R6

母里

5歳児 19 17 13 23 12 10

4歳児 16 12 24 17 11 6

3歳児 27 33 35 21 13 12

■園児数推移（5月1日時点）

幼稚園 学年区分 R1 R2 R3 R4 R5
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【区域Ⅱ】

①加古幼稚園

②天満幼稚園

★私立保育園

■稲美北中学校区内小学校区別就学前児童数（令和6年5月1日現在）

(人)

－10－

114

6歳 5歳 4歳 3歳

◎稲美北中学校区　対象幼稚園：加古幼稚園、天満幼稚園

小学校区

加古

天満

2歳 1歳

24

107

15 20 11 14 11

　稲美北中学校区には、町立幼稚園が2園ある。また、私立保育園が1施設ある。

加古幼稚園は平成3年度に建築され、所在地の加古小学校区は、就学前児童数は減少傾

向にあり、近隣には私立保育園が1施設ある。

天満幼稚園は、令和3年度に増築し、平成元年度に建築された既存園舎についても令和5

年度に大規模改修を行っている。所在地の天満小学校区は、就学前児童数は減少傾向にあ

るが、本町で最も児童数が多い地域であり、一定のニーズは維持されるものと考えられ

る。

　今後は在園児童数の推移を踏まえ、再編の方向性を検討する。
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(人)

（２）3歳児教育の実施

（３）預かり保育の拡充

（４）幼稚園給食の実施

預かり保育の実施期間や、預かり時間の拡充について、今後、保護者のニーズを確認しつ

つ、「（１）幼稚園の再編の検討」を踏まえ検討を進める。

平成30年度に3歳児教育を母里幼稚園、天満南幼稚園で開始し、令和4年度から天満幼稚園

にも拡充し、3園で3歳児教育を実施している。令和6年度は、加古小学校区に在住する3歳児6

人、天満東小学校区に在住する3歳児12人が小学校区外の町立幼稚園に在園している。

「（１）幼稚園の再編の検討」を踏まえ、今後の3歳児教育の実施園の拡充の必要性につい

て検討を進める。

－11－

計

5歳児 62 55 49 54 57

4歳児 54 48 46 47 46

3歳児

■園児数推移（5月1日時点）
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加古

天満

46

ニーズ調査において、幼稚園に特に要望することについて、「幼稚園給食の実施」との回

答を要望の1位にあげた保護者が最も多く、検討委員会においても、保護者支援の観点から幼

稚園給食を実施すべきであると意見されている。

　幼稚園給食の実施については、「（１）幼稚園の再編の検討」を踏まえ検討を進める。
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（５）特別支援教育体制の充実

（６）業務改善及び人員配置の見直し

－12－

　日常の事務作業については、ＩＣＴ化も含めた事務の改善について検討していく。

また、異年齢教育の実施による幼稚園の小規模化に伴う職員一人当たりの負担増加や預か

り保育の拡充、発達障がいを含む特別な支援を必要とする園児の増加など、幼稚園における

業務負担は増加している。そのため、特別支援教育指導補助員（会計年度任用職員）の増員

や事務補助員（会計年度任用職員）の運用の見直しについて検討を進める。

現在、発達障がいを含む特別な支援を必要とする園児の教育活動の支援のため、特別支援

教育指導補助員（会計年度任用職員）を各園に配置しているが、検討委員会において、特別

な支援を要する園児は、視覚支援等個々に対応が異なる園児が多いことから、特別支援教育

指導補助員（会計年度任用職員）についても専門職として内部、外部を含めた研修等に参加

できるよう機会を設け、その資質の向上を図る必要があると意見されている。

今後は、入学式、始業式前の園内での園児の情報共有を含め、特別支援教育指導補助員

（会計年度任用職員）の専門職としての資質の向上につながるよう各種研修への参加の機会

を増やしていく。


